
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

 

 
 
 
 
 
 

 

※ 

※ 特別徴収とは、従業員（納税義務者）に代わり、毎月従業員に支払う給与から個人住民税を引き去り、納入していただく制度です。 

普通徴収を希望する場合は、給与支払報告書と併せて「普通徴収切替理由

書」等の提出が必要となります。（普通徴収切替理由書について、詳しくは裏面をご覧ください。） 
 

         〒231-8314 横浜市中区真砂町２－22 関内中央ビル９階     電話 045（671）4471  

受付時間 ８時 45 分～17 時 15 分（土・日・祝日・年末年始を除く） 

【詳しくはホームページをご覧ください。】   http://www.city.yokohama.lg.jp/zaisei/citytax/shizei/tokuchou/suishin.html 

 

≪お問合せ先≫ 

横浜市特別徴収センター 横浜市 特別徴収推進 検索 

神奈川県統一基準 

(1) 当面普通徴収を認める従業員の基準 

①【普 B】他の事業所で、特別徴収を行っている方（例：乙欄適用者） 

②【普 C】給与が少額で、特別徴収税額の引き去りができない方 

     （年間の給与支給額が 100 万円以下） 

③【普 D】給与の支払が不定期な方（例：給与の支払が毎月でない） 

④【普 E】個人事業者の事業専従者で、専従者給与を受けている方 

⑤【普 F】退職又は退職予定の方（５月末日まで） 

神奈川県統一基準 

(2) 当面特別徴収しないことを認める事業者の基準 

①【普 A】特別徴収すべき従業員の方が２名以下 

②電算システム改修等のため、直ちに特別徴収を実施することが困難 

 ⇒該当する場合は、別途「特別徴収実施困難理由届出書」の提出 

が必要です。様式はホームページからダウンロードできます。 

 

九都県市（埼玉県・千葉県・東京都・神奈川県・横浜市・川崎市・相模原市・千葉市・さいたま市）でも連携して特別徴収を推進しています。 



普通徴収切替理由書について  普通徴収を希望する場合は、普通徴収切替理由書の提出が必要です。 
この普通徴収切替理由書は、給与支払報告書を提出の際、個人別明細書の 

特別徴収分と普通徴収分の仕切紙として御使用ください。 
 

横　浜　市 指 定 番 号

○

○

普A

普B

普C

普D

普E

普F

普　通　徴　収　切　替　理　由　書　（　兼　仕　切　紙　）

市区町村名

事 業 者 名

普　通　徴　収　切　替　理　由 人　数符　号

総従業員数が２人以下
（下記「普B」～「普F」に該当する全ての（他市区町村分を含む）従業員数を差し引いた人数）

人

他の事業所で特別徴収（例：乙欄適用者） 人

給与が少なく税額が引けない（年間の給与支給額が100万円以下） 人

給与の支払が不定期（例：給与の支払が毎月でない） 人

事業専従者（個人事業主のみ対象） 人

退職者又は退職予定者（５月末日まで） 人

合　　計 人

　普通徴収とする場合は、個人別明細書の摘要欄に該当する符号（普A、普Bなど）を記入してください。

　この普通徴収切替理由書の提出がない場合、原則どおり、特別徴収対象者となります。  
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

【様式】 普通徴収を希望する場合は、基準に該当する人数を普 

通徴収切替理由書に記載してください。 

また、給与受給者の個人別明細書の摘要欄に該当する符

号（普Ａ～普Ｆ）を必ず記入してください。 

≪記載上の注意事項≫  
(1) 神奈川県統一基準に該当し、かつ普通徴収を希望する方がいる場合は、該当理由の「人数」欄に、人数 
（横浜市内に居住の給与受給者のみ対象）を記入し、毎年提出期日（１月末日）までに、給与支払報告書と併

せて提出してください。なお、この基準（普Ａ～普Ｆ）以外の切替理由は認められません。 
(2) 普Ａは、他市区町村で普Ｂ～Ｆに該当する人数も含めて計算してください（人数欄の記載は横浜市分のみ）。 
(3) 普Ｂは、２か所以上から給与支払いを受けているため、年末調整の対象とならなかった方で普通徴収を希

望する方が対象となります。 
(4) 普Ｆの退職予定者は、個人別明細書の摘要欄に退職予定日を必ず記入してください。 
(5) 普通徴収希望の場合は、必ず個人別明細書の摘要欄に該当する切替理由の符号（普Ａ、普Ｂなど）を記入

してください。（eLTAX 等の電子媒体をご利用の場合は、該当する方の「普通徴収」欄に必ずチェックを入

力してください。また、摘要欄に該当する符号を記入してください。なお、切替理由書の添付は不要です。） 
※ 基準に該当しても、普通徴収切替理由書の提出がない場合や記載内容に不備がある場合 は、普通徴収へ

の切替えができないことがありますので御注意ください。 

≪提出時の綴り方≫ ≪個人別明細書摘要欄 抜粋≫ 

 該当する符号を必ず

記入してください。 

 退職年月日に記載がある場合

は、符号を省略できます。 

個人事業主の専従者となっている給与受給者 
           ⇒ 普Ｅに人数を記入 

２か所以上から給与の支払を受けているため、年末調
整の対象とならなかった方で普通徴収を希望する者  

⇒ 普Ｂに人数を記入 

給与が少額（※）で、特別徴収税額の引き去りができ
ない者           ⇒ 普Ｃに人数を記入 
※ 年間の給与支給額が 100 万円以下 

給与の支払が毎月でない等の理由のため、特別徴収税
額の引き去りができない者  ⇒ 普Ｄに人数を記入 

５月末日までの退職又は退職予定の方 
⇒ 普Ｆに人数を記入 

特別徴収すべき給与受給者（※）が２名以下 
⇒ 普Ａに人数を記入 

※ 普 B～普 F に該当する従業員数を差し引いた人数で 
す。他市区町村で普Ｂ～普Ｆに該当する人数も含めて計
算して下さい。 

「人数」欄には、横浜市内の居住者の人数を記入してください。 

普通徴収切替理由書の後ろの個人別明細書数（総括表
の「特別徴収できない人員」数）と一致します。 

（普通徴収分） 

個人別明細書 

(特別徴収分) 

個人別明細書 
 
総 括 表 

 
普通徴収切替理由書 


	【表面】H27ポスターちらし
	【裏面】H27ポスターちらし（普通徴収切替理由書について）

